

見　積　合　せ　説　明　書

１　見積書（別紙様式１－１又は１－２参照）には、次に掲げる事項を記載すること。
(1)　見積年月日(見積合せ執行日であること)
(2)　頭書に「見積書」である旨記載
(3)　あて名（北上川上流流域下水道事務所長）
(4)　見積者の住所、氏名及び印（法人の場合は、その住所、名称又は商号、代表者（職）・氏名及び印）（別紙様式１－１参照）
　　なお、委任された者が見積を行う場合は、委任者住所、氏名、受任者氏名及び印、頭書に「代理人」と記載する。
(5)　(4)にかかわらず、見積者（代理人に見積させるときは、その代理人）は、その押印を省略した見積書を提出することができる。（別紙様式１－２参照）
　　この場合において、見積合せに出席した、見積者又はその代理人の本人確認を行うため、見積合せ執行前に、見積合せを執行する者に対して身分証明書等（運転免許証、社員証など本人写真のあるものに限る。以下「写真付き身分証明書等」という。）を提示しなければならない。
(6)　見積金額
(7)　品名、メーカー・型式、数量及び納期
２　代理人が見積書を提出する場合は、次に掲げる事項を記載した委任状（別紙様式２－１又は２－２参照）を見積合せ執行前に提出すること。
　(1) 委任年月日
　(2)　委任者の住所、氏名及び印(この押印は省略不可であること)
　(3)　委任事項
　(4)　代理人（受任者）の氏名及び印（１(4)により押印した見積書を提出する場合）
　(5)　代理人の氏名（１(5)により押印を省略した見積書を提出する場合）
　(6)　委任期間
３　初回の見積で落札者が決定しない場合は、直ちに再度見積合せを行うものとする。
４　落札者となるべき同額の見積をした者が２名以上いる場合は、くじで決定する。
５　郵送、電子メール又はファクスによる見積は、認めない。また、見積者が指定した時間までに参加しない場合は、当該見積を辞退したものとして取扱う。
６　提出した見積書は、如何なる理由があっても書換え、引換え又は撤回することができない。
７　次の見積は無効とする。
(1)　見積金額が判別できない場合
　(2)　記名の無い見積書を提出した場合
  (3)　押印の無い見積書を提出した場合（１(4)により押印した見積書を提出する場合）
　(4)　見積合せ執行前に写真付き身分証明書等を提示せずに押印を省略して提出した場合
　(5)　無資格者又は無権代理人が見積した場合
　(6)　見積金額を訂正した場合
(7)　見積件名の表示に重大な誤りがある場合
(8)　郵送、電子メール又はファクスにより見積書が提出された場合
(9)　その他見積に関する条件に違反して見積した場合
８　７にかかわらず、１(5)により見積書の押印を省略する場合であって、写真付き身分証明書等を持参しなかった場合は、失格とする。
９　見積辞退者が多数生じ、見積合せの趣旨が失われると認められる場合には、見積合せを取りやめることがある。
10　見積者は、消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった総額の110分の100に相当する金額（税抜）を記載すること。
11　落札決定金額は、見積書に記載された金額に100分の110を乗じた金額（税込）とし、円位未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨てた金額をもって契約金額とする。
12　契約締結の留意事項
(1)　落札者の決定後、契約を締結するまでの間において、当該落札者が、次に掲げるいずれかの事由に該当した場合は、契約を締結しない。
①　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者若しくは再生手続開始の申立てがなされている者（同法第33条第１項に規定する再生手続開始の決定を受けた者を除く。）又は会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者若しくは更生手続開始の申立てがなされている者（同法第41条第１項に規定する更生手続開始の決定を受けた者を除く。）となった場合。
②　岩手県から物品購入等に係る指名停止等措置基準（平成12年３月30日制定）に基づく指名停止の措置又は書面による警告を受けた場合。
③　岩手県から一般委託契約に係る入札参加制限等措置基準（平成23年10月５日制定）に基づく入札参加制限の措置又は書面による警告を受けた場合。
④　岩手県から建設関連業務に係る指名停止等措置基準（平成18年６月6日制定）に基づく指名停止の措置又は書面による警告を受けた場合。
⑤　岩手県から県営建設工事に係る指名停止等措置基準（平成７年２月９日制定）に基づく指名停止の措置又は書面による警告を受けた場合。
⑥　事業者の代表者、役員（執行役員を含む。）又は支店若しくは営業所を代表する者等、その経営に関与する者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有している者であることが判明した場合。
(2） 契約にあっては、業務の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能を発揮する業務を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。

※　別添の見積書及び委任状は参考のために示しているものであり、内容が具備されてあれば、
他の書式でも可とします。また、照会があった場合は、落札者以外の見積価格も公表すること
としておりますので、ご了承願います。

